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1 ．はじめに

　管理会計実践と組織業績との関係性を探求する際，管理会計手法・情報の理論的優位性や洗練
度に注目するだけでは十分ではない。管理会計の実践的取り組みの重要性を説いた「レレバン
ス・ロスト」（Johnson and Kaplan 1987）の議論の頃から，先進的管理会計実践への注目が高まっ
た（吉田 2007; Baines and Langfield-Smith 2003; Chenhall 1993）。管理会計の洗練度（sophistication）

の分類（Abdel-Kader and Luther 2008; Tillema 2005）なども示されてきたが，理論的に優れた管理
会計手法・情報の利用と組織業績との関係性についての十分な経験的証拠を示すには至っていな
い。そこで，そうした手法・情報の理論的優位性や洗練度に加え，利用局面・目的に応じた管理
会計情報の適合性・適時性など，管理会計実践を成熟させる他の要因にも焦点を当てたさらなる
統合的な研究が必要である。
　隣接分野では，手法の洗練度ではなく，マネジメント実践の発展モデルや成熟度に注目した理
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論的考察・調査も実施されている。例えば，経営学領域では，経営戦略・管理手法ではなく，マ
ネジメント能力指標が開発され，複数の地域で実態調査がおこなわれている（Australian Institute 

of Management 2012; New Zealand Institute of Management 2013; The Hong Kong Management Associa-

tion 2013）。また， 5段階のプロジェクト・マネジメントの成熟度レベルなども提唱されている
（Kerzner 2011）。情報技術領域でも，手法ではなくマネジメントの特徴に基づく発展モデルや成
熟度（maturity）の分類が提唱されてきた。例えば，情報処理プロセスの発展モデル（Nolan 

1979）が示され，情報技術統制の成熟度の実態調査（経済産業省 2009）なども実施されている。
　管理会計領域でも，管理会計実践の発展段階・成熟度に焦点を当てた研究が展開されている。
例えば管理会計全般について，予算・原価・収益管理などの各管理会計業務の 5段階の成熟度に
基づき，利用実態調査がおこなわれている（川野・高田 2008）。予算管理については，予算の機
能・プロセス・詳細性，予算管理の浸透程度に基づく予算管理成熟度の実態調査もおこなわれて
いる（Liu and Han 2015）。また，原価計算・管理について，加登（1993）は，実際原価計算，標
準原価計算，物量管理，原価企画，戦略的コストマネジメントという 5つの発展段階を示してい
る。田中（1995）も原価企画の 5つの発展段階を提示し，各段階の原価企画の実施体制，実施・
支援部門の機能分担，原価企画部門の主な機能，重点的に実施する課題などの特徴を整理してい
る。
　以上の研究を受けて，本研究の目的は管理会計成熟度と組織業績との関係性を探求することに
ある。上述したとおり，管理会計と組織業績との関係性を探求する際に，管理会計手法・情報の
理論的優位性や洗練度だけでは十分ではなく，成熟度とも呼べる管理会計実践の発展段階を考慮
する必要がある。
　しかしながら，管理会計成熟度の概念定義や測定方法は十分に確立されているとはいえない。
そこで本研究では，本調査に先立つ予備的分析のため，先行研究から導出できる仮説について日
本企業に対する管理会計実践の実態調査データを用いて，ひとまず仮説検証型のスタイルで検証
する。本来的には，個別の手法・情報ではなく実現された管理会計の様態によって成熟度を測る
べきであるが，利用データの制約から，本論文においては，管理会計成熟度を手法・情報の「高
度化」と「多様性」の 2次元によって構成されると仮定する

1）
。

2 ．先行研究と仮説の提示

　本節では，管理会計成熟度の組織業績への影響に関する先行研究を，プランニング・コント
ロール（以下，PC）分野とコストマネジメント分野の 2つの主要分野に大別して整理し，仮説を
提示する。

 1）　洗練度（sophistication）に関する先行研究においては多くの次元を包含しているが，本研究では「洗練
度」を「高度化」に近似した概念として扱っている。
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（ 1 ）　プランニング・コントロールの成熟度と組織業績との関係性
　経営学研究領域では，戦略計画を中心として PCと組織業績との関係性の解明に取り組んでき
た。Grinye and Norburn（1975）の萌芽的研究はプランニングにおけるコミュニケーションの程
度や情報収集プロセスの多様性と組織業績との正の相関関係を確認した。その後，綿密な PCが
情報収集を促し，競争環境と組織との適合性を高め，組織業績を向上させるという関係を示す多
くの経験的証拠が得られている（Armstrong 1982）。
　1980年代後半以降には，「洗練度」が注目されるようになる。Rhyne（1985）はプランニング・
システムの洗練度を短期予測（ 1年未満），年度予算，年度経営計画，長期事業計画，（企業）戦
略計画に分類した。その後，プランニングの長期志向性と長期的組織業績との正の相関関係
（Rhyne 1986），高業績企業群において環境変化に適応するプランニングと会計数値に基づくコン
トロールの両方を重視する傾向が確認された（Rhyne 1987）。また，高・中業績企業群における
PCと組織業績との正の相関関係が確認されている（Capon et al. 1987）。
　一方，管理会計研究領域では，1960年代から PCは研究されている（Anthony 1965）。PCの「高
度化」について，管理会計手法・情報の洗練への影響要因や，そうした高度化が組織業績へおよ
ぼす影響が注目されてきた。Tillema（2005）は，Chenhall and Morris（1986）の分類に基づき，
管理会計洗練度の 4次元（管理会計情報の視野，適時性，集計・分析，統合）を取り上げ，特に管
理会計情報の視野の高度化への影響要因について電力・ガス会社を対象に事例研究をおこなった。
Abedel-Kader and Luther（2008）は，食品・飲料業を対象に38の管理会計手法・実践を資源の効
率的利用や価値創造への貢献程度に基づき 4つの手法・情報群に分類し，環境不確実性や先進的
生産管理などが高度な管理会計手法の利用におよぼす正の影響を確認した。また Abedel-Kader 

and Luther（2008）の分類に準拠し，金融業において組織ライフサイクルの各ステージで高度な
管理会計手法の利用程度が異なることを示した実態調査（Sleihat et al. 2012）もある。日本の中小
企業における高度な管理会計実践と組織業績との関係性についても，澤邉ほか（2015）は管理会
計能力の組織業績（売上高利益率）への正の影響，営業赤字企業群では管理会計能力と従業員能
力との交互作用項の売上高営業利益率への正の影響などを確認した。
　加えて，洗練された管理会計手法の利用と組織業績との関係性について，正味現在価値法や内
部利益率法といった理論的に優れた手法を洗練資本予算として組織業績との関係性を探究した実
証研究（Haka et al. 1985）もある。
　もうひとつの PCの「多様性」については，利用する管理会計手法・情報の多様性に加え，同
様の手法・情報の利用局面の多様性についても研究が進められてきた。例えば，資本予算におい
て承認時だけでなく承認後の経過監視や事後監査が組織業績に正の影響をおよぼすことが示され
ている（篠田 2014）。また，業績管理の包括的利用が，責任権限関係の明確化を通じてマネ
ジャーの業績を向上させる（Hall 2008）ことや，管理会計能力の事業業績目標達成への調整効果
（福島 2015）も示唆されている。他にも，業績指標を異なる目的（意思決定と業績評価）に重複利
用することが，組織能力を向上させ事業業績を向上させること（Grafton et al. 2010）も確認され
ている。
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　以上の議論から，高度化に加え多様性を含む PC成熟度の観点から仮説 1を提示する。

　仮説 1： プランニング・コントロール（PC）の成熟度（「高度化」と「多様性」）は組織業績に
正の影響をおよぼす。

（ 2）　コストマネジメントの成熟度と組織業績との関係性
　コストマネジメント（以下，CM）の成熟度に関しては，原価計算の洗練度や製造現場の会計
情報の活用，原価企画を中心とした製品開発 CMなどが注目されてきた。
　洗練された原価計算について，Drury（2012 p. 48）はその特徴として，運用コストの高さ，因
果関係に基づく配賦の拡がり，正確性，誤差による損失の小ささの 4つの要素を挙げている。ま
た，コストプールやコストドライバーの多様性に注目した事例研究（Kaplan and Cooper 1998） 

や実証研究（Al-Orimi and Drury 2007）も展開されている。組織業績との関係については，ABC

（Activity-Based Costing）が，品質を改善し組織業績を向上させることが実証的に示されてきた
（Ittner et al. 2002; Maiga and Jacobs 2008）。
　しかしながら，原価計算の洗練度を検討する際に，ABCなどの先端的手法を対象とするだけ
では十分とはいえない。例えば，ABCが必ずしも精緻な原価情報を提供するわけではなく，過
多なコストプール（Balakrishnan et al. 2011）や不適切なコストドライバー（Datar and Gupta 1994）

が原価数値の歪みを招く可能性も指摘される。加えて，伝統的原価計算の経営管理上の有効性も
無視できない。例えば，標準原価計算の経営管理目的の利用率の高さ（吉田ほか 2012; Marie and 

Rao 2010）や，原価差異分析において直接費費目に留まらず企業によっては固変分解した製造間
接費情報が利用される実態（Badem et al. 2013）も確認されている。つまり，原価計算の洗練度へ
の関心は原価情報の正確性から，経営管理目的との整合性，原価情報の適時性や理解容易性へと
拡がりをみせている（Brierley 2008）。
　製造現場の会計情報の活用については，会計情報の開示・活用実態（吉田ほか 2012）や，リー
ン生産が製造現場の業績目標の可視化を促進し（Fullerton et al. 2013），可視化が製造業績を媒介
し組織業績を高めること（Fullerton et al. 2014）などが確認されている。
　製品開発 CMの成熟度について，吉田（2003）は，加工組立型産業での実証研究を通じて，源
流管理を実現する手法の重要性，部門間・プロジェクト間での調整・情報共有に関わる組織能力
の重要性を指摘する。また，仲村・長田（2009）は，製薬業界の製品開発における CMの成熟度
（多様な CM手法の利用，全社的原価情報共有や CM教育の整備など）が組織業績を向上させる関係
を確認している。
　以上の議論から，製造 CMや製品開発 CM単独の有効性ではなく，製品開発から製造に至る
までの一貫した CMの成熟度が重要であると考え，仮説 2を提示する。

　仮説 2： 製品開発コストマネジメント（CM）と製造コストマネジメント（CM）の成熟度の相
互作用は組織業績に正の影響をおよぼす。
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3 ．リサーチ・デザイン

（ 1）　調査方法
　前節で掲げた 2つの仮説を探索的に検証するため，実施済みの郵送質問票実態調査データを活
用した

2）
。本研究における管理会計成熟度は，PCと CMによって構成され，後者の CM成熟度を

観察するために，より適切と思われる製造企業を対象とした。調査は，2014年 1 月14日に東証一
部上場製造業847社（2013年10月末時点）を対象に，2014年 1 月31日を回収期限とした。回収期限
後も含めた最終的な有効回答会社数は13

3）
0社であった。分析項目に欠損値のあるサンプルを除き，

102社を最終サンプルとして用いる。

（ 2）　変数
　管理会計成熟度は，PCと CMとに分けた探索的因子分析により因子を抽出する

4）
。まず，PC

成熟度は，①設備投資の経済性計算の高度化を計算手法の利用（未利用（ 0点），回収期間法（ 2
点），会計的・投資利益率法（ 4点），内部利益率法（5.5点）・正味現在価値法（ 7点）のうち最高
得点）の 1項目，②設備投資の経済性計算の多様性を，計算手法の多様性（回収期間法，会計
的・投資利益率法，正味現在価値法，内部利益率法の利用数を単純加算）と利用対象・局面の多様性
（個別投資案件の目標値，複数案件・一定期間の目標値，立案段階の審議資料，承認段階の審議資料，事

後評価の承認資料の利用・効果
5）
の単純平均）の 2項目，③業績管理の高度化と多様性を，業績指標

の高度化（事業戦略と業績目標の整合性の重視度，戦略マップの利用程度），業績指標の多様性（顧客
指標・業務プロセス指標の各重視度

6）
），事業業績と報酬とのリンク

7）
（事業業績と事業部門長，ミドルマ

ネジャー，ロワーマネジャー，一般従業員の金銭的報酬の関連程度の単純平均）の 5項目，④予算・
業務計画の高度化を，予算編成方針の戦略性（ 1問），予算・業務の手順・手続きの明確性（ 1

 2）　本調査票の発送先は，EDINETから有価証券報告書の事務連絡者を特定し第 1候補とした。なお，その
連絡者が人事や IRなど管理会計業務担当ではないと思われる場合は「経理部門長」宛とし，可能な限り個
人名宛に質問票を送付した。なお，質問調査票の作成時には，プレテストの段階で慶應義塾大学管理会計
研究会と神戸大学管理会計研究会の研究者，実務家など延べ30人以上からアドバイスをいただいた。

 3）　非回答バイアスの検定は，有意水準 5 ％を基準に以下のとおりおこなった。第 1に，回答・非回答企業
の業種分布を比較するため，適合度検定をおこなった結果，回答企業の業種分布は東証一部上場製造企業
の業種分布と適合していることを確認した（χ2  ＝11.821，自由度＝15，p＝ .693）。なお，p値は小数点第
4位を四捨五入し表記する。以下も同様である。第 2に，回答・非回答企業の企業規模を比較するため，
売上高と従業員数について，独立な 2群の平均値の差の検定をおこなった結果，売上高の平均値は統計的
に有意な差は確認できなかったが，従業員数の平均値は回答企業のほうが高かった（t＝2.005，p＝ .047）。

 4）　質問項目の詳細については，吉田ほか（2012）もあわせてご参照いただきたい。
 5）　その効果的利用について利用程度 7点尺度 3点以下は利用得点を， 4点以上は効果得点を用いて測定し
た。設備投資の経済性計算の多様性に関する質問項目の記述統計量については，付録（ 1）をご参照いた
だきたい。

 6）　業績指標の高度化・多様性に関する質問項目について， 7点尺度「 1  全くそうではない」から「 7  全く
そのとおり」）で測定したうえ， 1点を 0点として換算した。

 7）　事業業績と報酬とのリンクに関する質問項目の記述統計量については，付録（ 2）をご参照いただきた
い。
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問），予算・業務計画の詳細性（ 2問），予算・業務目標設定プロセスへのミドルマネジャーの参
加（ 2問），具体的な予算・業務目標の個人への割り当て（ 2問）程度の 8項目

8）
の合計16項目によ

り測定した。
　次に，CM成熟度は，①製造 CMの高度化を，製造段階での原価管理情報利用の高度化（発展
段階を加重平均

9）
）と，製造間接費の配賦計算の高度化（配賦なし（ 0点），操業度基準（ 4点），複数

基準（ 7点）のうち最高得点）の 2項目，②製造 CMの多様性（製造現場の会計情報の開示の適切さ
と業務改善への利用程度の平均値）の 1項目，③製品開発 CM（原価企画）の多様性（目標原価設定
時の市場価格の反映，製品開発プロセスでの異部門間の協働，設計担当者自身による原価見積，製造開

始前の製造原価予測精度についての各得点）の 4項目の合計 7項目により測定した。
　PC成熟度の探索的因子分析の結果， 3個の項目（設備投資の経済性計算の高度化，事業戦略と業
績目標の整合性の重視度，予算編成方針の戦略性）がいずれの因子にも高い因子負荷量を示さな
かったため除外し再度分析を行った結果，固有値 1以上の因子を 4つ抽出した（表 1

10）
）。第 1因

子は，予算・業務目標設定プロセスへのミドルマネジャーの参加，予算・業務手順・手続きの明
確性，予算・業務計画の詳細性の因子負荷量が高く，潜在因子として想定していた「計画の高度
化」因子との関連性が高いと考えられる。第 2因子は，予算・業務目標の個人への割り当て，事
業業績と報酬とのリンクの因子負荷量が高く，個人に割り当てられた予算・業務目標と事業業績
に基づく金銭的報酬を重視する「成果主義の高度化」と名付けた。第 3因子は，業務プロセス・
顧客指標の重視と戦略マップの利用程度の因子負荷量が高く，「非財務指標の活用」と名付けた。
第 4因子は，設備投資の経済性計算の手法や利用対象・局面の多様性の因子負荷量が高く，「設
備投資の経済性計算の多様性」と名付けた。
　CM成熟度の探索的因子分析の結果，潜在因子として想定していた次の 2つの因子を抽出した
（表 2

11）
）。なお，製造間接費の配賦計算の高度化は天井効果を示したため除外した。第 1因子は，

製造開始前の製造原価の予測精度，目標原価設定時の市場価格の反映，製品開発プロセスでの異
部門間の協働，設計担当者自身による原価見積の因子負荷量が高く，多様な原価企画活動を追求
する「製品開発 CM」，第 2因子は，製造段階での原価管理情報利用の高度化，製造 CMの多様
性（製造現場の会計情報の開示の適切さと業務改善への利用程度）の因子負荷量が高く，「製造 CM

12）
」

 8）　 7点尺度「 1  全くそうではない」から「 7  全くそのとおり」）で測定したうえ， 1点を 0点として換算
した。

 9）　加登（1993）を参考に，実際原価情報，物量情報，標準もしくは直接原価情報の順に高度化する 3段階
とし，その効果的利用について利用程度 7点尺度 3点以下は利用得点を， 4点以上は効果得点を用いて測
定した。なお，加重平均の計算について，実際原価情報，物量情報，標準もしくは直接原価情報（うち高
得点を使用）の各得点を0.8，1.0，1.2の比例で計算した。製造 CMに関する質問項目の記述統計量について
は，付録（ 3）をご参照いただきたい。

10）　探索的因子分析の推定法について，最尤法による因子抽出（バリマックス回転）を実施した結果，表 1
に近似した因子を抽出できたが，最尤法による因子抽出の変数を，仮説検証の分析方法である重回帰分析
の独立変数として投入した場合，仮説 1を支持するモデルの確認に至らなかった。

11）　なお，最尤法による因子抽出（バリマックス回転）を実施した結果，製造 CMの高度化がいずれの因子
にも高い因子負荷量を示さなかった。

12）　クロンバックのα係数は，探索的分析であっても0.6程度を目安とするとの考えもあるが，以下の理由か
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と名付けた。
　続いて，組織規模は従業員数を自然対数変換し測定した

13）
。

　最後に，組織業績は対業種平均営業利益
14）
（2013年開示の営業利益／業種営業利益の平均値

15）
）を用

表 1　探索的因子分析結果（PC成熟度）

平均値 標準
偏差

計画の
高度化

成果主義
の高度化

非財務指標
の活用

設備投資の
経済性計算
の多様性

予

算
・

業

務

計

画

の

高

度

化

予算目標設定プロセスへの 
ミドルマネジャーの参加 5.40 1.284 .864 .044 .007 － .147

業務目標設定プロセスへの 
ミドルマネジャーの参加 5.40 1.204 .811 .062 .069 － .138

予算・業務の手順・手続きの
明確性 5.44 1.104 .751 － .034 － .050 .098

予算計画の詳細性 5.54 1.040 .707 .059 － .184 .130
業務計画の詳細性 4.55 1.248 .592 － .182 .213 .173
具体的な業務目標の個人への
割り当て 4.45 1.558 .151 .829 .021 － .039

具体的な予算目標の個人への
割り当て 4.03 1.668 － .053 .821 － .110 .087

事業業績と報酬とのリンク 3.96 1.137 － .085 .466 － .327 － .034
業績指標の多様性（業務プロセス
指標重視） 3.57 1.532 .022 .063 .718 .011

業績指標の多様性（顧客指標重視） 4.07 1.537 － .017 － .121 .703 － .047
業績指標の高度化（戦略マップの
利用程度） 2.28 1.926 － .049 .114 .478 .127

設備投資の経済性計算の多様性
（手法） 1.52 .972 .021 .004 － .019 .748

設備投資の経済性計算の多様性
（利用対象・局面） 3.59 1.759 － .010 .050 .064 .713

因子間相関

1  　
.429 1  　
.296 .208 1  　
.291 .110 .300 1  　

クロンバックのα .860 .755 .657 .652
注）主因子法，プロマックス回転による。因子負荷量0.4以上を太字とした。表 2も同様。

ら同因子を採用した。第 1に， 2つの項目は理論的に製造段階・現場の CM活動を反映するものと考えら
れる。第 2に，そもそもクロンバックのα係数の高水準が必ずしも尺度の内的一貫性を保証しないとの指
摘もある（Cho and Kim 2015）。第 3に，質問票において両設問の統一性に欠けたことや，収集データの合
成変数への得点換算方法が異なることなどの影響を推察し，探索的分析を進める意義を優先させた。

13）　その平均値は8.54，標準偏差は1.515である。
14）　その平均値は1.88，標準偏差は3.251である。
15）　業種平均営業利益はプロネクサス社の eol企業情報データベース（「日本国内企業」・「業種分析（業績平
均比較）」）から基本的に連結情報を，入手不能の場合は単体情報から収集した。
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いた。
　本研究では，事業業績と管理会計成熟度との関係に関心を置いているため，経常利益や自己資
本利益率（ROE: Return on Equity）などではなく営業利益を選択した。

（ 3）　分析方法
　まず，従属変数を対業種平均営業利益，独立変数を「PC成熟度」の 4因子，「CM成熟度」の
2因子および CM成熟度の交互作用項

16）
とする全サンプル対象の重回帰分析を実施した。なお，

2つの仮説の検証に関する重回帰分析で用いた変数間の相関表は表 3のとおりである。
　次に，売上高低下企業のみを対象とした重回帰分析も実施した。それは管理会計実践において
売上高低下は重要な影響要因であると考えたためである。例えば，世界金融危機に際して，会計
担当者がコストコントロールを最重要視し，予実差の報告頻度向上を重視する（Van der Stede 

and Malone 2010）ことや，直近の実態調査（Pavlatos and Kostakis 2015）でも，不況前よりも不況
時の方が高度な管理会計手法が普及する傾向が確認・示唆されている。売上高低下企業群サンプ
ルは，売上高成長率（2011年から2012年）が 0％以下のサンプルを抽出した。

4．仮説検証

（ 1）　仮説 1の検証
　まず，仮説 1に関する全サンプルを対象にした重回帰分析の結果（表 4），非財務指標活用の
対業種平均営業利益への負の影響が示唆された（p＝ .080，モデル 1 a

17）
）。意思決定の包括性と組織

業績との非線形関係を示す研究（Miller 2008）の知見から，本研究でも非線形関係を想定し，非

表 2　探索的因子分析結果（CM成熟度）

平均値 標準偏差 製品開発CM 製造 CM

製品開発 CMの
多様性　

原価予測精度 4.30 2.184 .912 － .024
市場価格の反映 4.25 2.210 .878 － .023
部門間協働 4.44 2.285 .875 .084
担当者の原価見積 3.32 1.996 .751 － .028

製造 CMの高度化 4.73 1.223 .004 .615
製造 CMの多様性 3.78 1.367 － .018 .471

因子間相関
1  　
.522 1  　

クロンバックのα .916 .443

16）　交互作用項を用いるモデルの解釈を容易にし，多重共線性の問題を最小化するため，CM成熟度に関する
回帰分析の独立変数を平均値がゼロになるように中心化した。

17）　95％CIの符号が＋－にまたがることから，分析結果考察のため90％CI ［－1.134, － .035］も表記する（以
下同様）。なお，本稿の分析結果では 5 ％以下の有意水準の関係を「確認」，10％水準のものを「示唆」と
表現している。
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財務指標の活用の二乗項を投入してみたが有意な関係は確認できなかった（モデル 2 a）。なお，
非財務指標の活用の対業種平均営業利益への負の影響（p＝ .08

18）
9）はモデル 1 aと同様に示唆され

た（モデル 2 a）。
　次に，売上高低下企業群サンプルを対象にした分析の結果（表 4），設備投資の経済性計算の
多様性の対業種平均営業利益に対する正の影響を確認した（p＝ .039，モデル 1 b）。非財務指標の
活用の二乗項を投入した結果，その変数の負（逆 U字型，p＝ .059），設備投資の経済性計算の多
様性の正の影響（p＝ .07

19）
3）が示唆された（モデル 2 b）。

　続いて，上記の分析によって観測された 2つの特徴的な関係について考察する。第 1に，非財
務指標の活用の影響に関連して，非財務指標の利用が情報負荷を増大させ，適切な業績目標が設
定されないおそれ（Ittner and Larcker 2003），多様な業績指標情報の収集による時間や経済的消耗
が組織業績の向上を阻害する可能性（McKinnon and Bruns 1992），競争環境・事業戦略との適合
性の低い非財務指標の過大重視が企業価値を低める傾向（Said et al. 2003）なども指摘される。こ
れらの議論も踏まえ，全サンプルでの非財務指標の活用の負の影響や売上高低下企業群サンプル
での二乗項の逆 U字関係が示唆されたことを総合すると，非財務指標の活用は一定水準を超え
ると，意思決定や組織業績を阻害する可能性が考えられる。
　第 2に，設備投資の経済性計算の多様性の影響については，篠田（2014）などの先行研究と矛
盾しない結果であり，複数の計算手法が資本予算プロセスの様々な局面で利用される（吉田ほ
か 2012）ことや，事業戦略と資本予算プロセスの適合性が組織業績を高める（清水・大浦 2014）
ことも示されている。
　一方，計画の高度化や成果主義の高度化の組織業績への直接的な影響は確認できなかった。
　また，すべてのモデルで組織規模の対業種平均営業利益への正の影響を確認した。
　以上の結果・考察を総合すると，確認された正の影響は限定的であり，仮説 1は十分に支持さ

表 3　相関表

2 3 4 5 6 7 8
1  組織業績 .200＊ .025 .015 .278＊ .167 .233＊ .630＊＊＊

2  計画の高度化 .490＊＊＊ .355＊＊＊ .340＊＊＊ ─ ─ .271＊＊

3  成果主義の高度化 .256＊＊ .140 ─ ─ .014
4  非財務指標の活用 .383＊＊＊ ─ ─ .190
5  設備投資の経済性計算の多様性 ─ ─ .386＊＊＊

6  製品開発 CM .697＊＊＊ .289＊＊

7  製造 CM .274
8  組織規模
注 1）n＝102。
注 2）ピアソン（Pearson）の積率相関係数。＊＊＊: p＜ .001，＊＊: p＜ .01，＊: p＜ .05（両側）。

18）　90％ CI ［－1.206, － .020］。
19）　90％ CI ［－1.813, － .129］，［.064, 1.458］。
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れたとはいえない。

（ 2）　仮説 2の検証
　まず，仮説 2に関する全サンプルを対象にした階層的重回帰分析の結果（表 5），製品開発
CMと製造 CMの交互作用項の対業種平均営業利益に対する正の影響が示唆された（p＝ .063，

モデル 3 b
20）
）。この交互作用について傾斜分析を実施した結果，製品開発 CMを調整変数とした高

表 4　重回帰分析結果（PC成熟度）

全サンプル（n＝102）
モデル 1 a モデル 2 a

変数 B 95％ CI B 95％ CI

定数 －9.379＊＊＊ ［－12.560,  －6.197］ －9.372＊＊＊ ［－12.570,  －6.173］
計画の高度化 　 .183 ［－.484,  .849］ 　 .201 ［－.489,  .890］
成果主義の高度化 　 .065 ［－.565,  .695］ 　 .063 ［－.570,  .697］
非財務指標の活用  －.585† ［－1.241,  .072］  －.613† ［－1.321,  .096］
非財務指標の活用2  －.056 ［－.563,  .542］
設備投資の経済性計算の多様性 　 .302 ［－.383,  .987］ 　 .296 ［－.394,  .987］
組織規模 　1.317＊＊＊ ［.950,  1.685］ 　1.321＊＊＊ ［.950,  1.693］
決定係数   .418　　　   .418　　　

F値 13.785＊＊＊ 11.381＊＊＊

自由度調整済決定係数   .388　　　   .381　　　

決定係数の変化量   .000　　　

売上高低下企業群サンプル（n＝45）
モデル 1 b モデル 2 b

変数 B 95％ CI B 95％ CI

定数 －9.727＊＊＊ ［－14.027,  －5.428］ －9.457＊＊＊ ［－13.624,  －5.290］
計画の高度化  －.085 ［－.957,  .787］ 　 .192 ［－.699,  1.083］
成果主義の高度化 　 .058 ［－.696,  .811］ 　 .094 ［－.635,  .824］
非財務指標の活用  －.654 ［－1.655,  .347］  －.658 ［－1.626,  .310］
非財務指標の活用2  －.971† ［－1.982,  .040］
設備投資の経済性計算の多様性 　 .899＊ ［.046,  1.751］ 　 .761† ［－.076,  1.598］
組織規模 　1.374＊＊＊ ［.866,  1.883］ 　1.400＊＊＊ ［.908,  1.893］
決定係数  .549　　　  .590　　　

F値 9.508＊＊＊ 9.119＊＊＊

自由度調整済決定係数  .492　　　  .525　　　

決定係数の変化量  .041†　　　

注） B：非標準化偏回帰係数，CI（Confidence Interval）：信頼区間，＊＊＊：p ＜ 0.001，＊＊：p ＜ 0.01， 
＊：p ＜ 0.05，†：p ＜ 0.1。

　　モデルに投入済みの独立変数の VIF（Variance Inflation Factor）値はすべて 3未満。表 5も同様。

20）　90％ CI ［.063, 1.029］。
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得点時（平均値＋ 1標準偏差，以下同様）には，製造 CMの単回帰係数の有意性（b＝1.105，p

＝ .034）が確認されたが，低得点時（平均値－ 1標準偏差，以下同様）にはその有意性は確認でき
なかった。なお製造 CMを調整変数とした場合，製品開発 CMの単回帰係数の有意性は確認で
きなかった。
　次に，売上高低下企業群サンプルを対象にした分析の結果（表 5），製造 CMの正（p＝ .088，

モデル 4
21）
a），製品開発 CMと製造 CMの交互作用項の正の影響（p＝ .071，モデル 4

22）
b）が示唆さ

れた。傾斜分析の結果
23）
，製品開発 CMを調整変数とした高得点時には，製造 CMの単回帰係数

の有意性（b＝1.752，p＝ .010）が確認されたが，製品開発 CMの低得点時には，製造 CMの単
回帰係数の有意性は確認できなかった。
　続いて，上記の分析によって観測された 2つの特徴的な関係について考察する。第 1に，製造

表 5　重回帰分析結果（CM成熟度）

全サンプル（n＝102）
モデル 3 a モデル 3 b

変数 B 95％ CI B 95％ CI

定数 －9.560＊＊＊ ［－12.573,  －6.547］ －9.977＊＊＊ ［－12.986,  －6.969］
製品開発 CM  －.358 ［－1.065,  .349］ 　 .109 ［－.746,  .964］
製造 CM 　 .450 ［－.254,  1.154］ 　 .294 ［－.420,  1.008］
製品開発 CM×製造 CM 　 .546† ［－.031,  1.123］
組織規模 　1.319＊＊＊ ［.991,  1.686］ 　1.343＊＊＊ ［1.000,  1.687］
決定係数   .407　　　   .428　　　

F値 22.428＊＊＊ 18.137＊＊＊

自由度調整済決定係数   .389　　　   .404　　　

決定係数の変化量   .021†　　

売上高低下企業群サンプル（n＝45）
モデル 4 a モデル 4 b

変数 B 95％ CI B 95％ CI

定数 －10.432＊＊＊ ［－14.564,  －6.301］ －10.346＊＊＊ ［－14.364,  －6.328］
製品開発 CM   －.347 ［－1.208,  .514］ 　  .236 ［－.815,  1.287］
製造 CM 　  .790† ［－.123,  1.703］ 　  .513 ［－.424,  1.451］
製品開発 CM×製造 CM 　  .737† ［－.066,  1.540］
組織規模 　 1.443＊＊＊ ［.955,  1.931］ 　 1.384＊＊＊ ［.905,  1.862］
決定係数   .525　　　   .563　　　

F値 15.109＊＊＊ 12.866＊＊＊

自由度調整済決定係数   .490　　　   .519　　　

決定係数の変化量   .038＊　　

21）　90％ CI ［.030, 1.551］。
22）　90％ CI ［.068, 1.406］。
23）　モデル 4 aで製造 CMの組織業績への影響のみを確認したため，製品開発 CMを調整変数とする。
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CMの影響について，日本企業では一般にコストの下方硬直性傾向が確認されている（安酸 2012）
一方，前期の売上高低下がマネジャー心理に影響を与え，下方硬直性を生じさせない（Banker et 

al. 2014）ことも確認されている。つまり，売上高低下時ではコスト削減活動や原価計算・管理手
法の高度化・多様性が利益マネジメントに貢献する姿が推察される。
　第 2に，製品開発 CMと製造 CMの交互作用項の影響について，傾斜分析の結果も踏まえて
考察する。製品開発 CM成熟度の高い水準が，製造 CM成熟度の組織業績の向上への貢献を高
める傾向が示される一方，製品開発 CM成熟度が低い場合，製造段階における高度な原価管理
活動や多様な会計情報の活用を実践しても効果は限定的であるのかもしれない。すなわち，製品
開発から製造までの一貫した高い CM成熟度が重要であるといっても，これまでの原価企画研
究でも指摘されてきたように，製品開発 CMの高い成熟度がより重要であることが実証的に示
されたといえよう。
　一方，製品開発 CMの組織業績への直接的な影響は確認できず，製造 CMの影響も売上低下
企業群のモデル 4 aで示唆されるのみであった。
　また，すべてのモデルで組織規模の対業種平均営業利益への正の影響を確認した。
　以上の結果・考察を総合すると，有意水準は探索的なものに留まるものの製品開発 CMと製
造 CMの交互作用の正の影響が示唆された。加えて，傾斜分析から製品開発 CMの高い成熟度
が交互作用のための条件であるともいえ，仮説 2はある程度支持されたといえよう。

5．おわりに

　本研究は管理会計成熟度の組織業績への影響を探求するため，PC成熟度とCM成熟度について，
製造業全サンプルと売上高低下企業群サンプルを対象に重回帰分析を実施した。仮説検証型の論
文構成でありながら探索的分析としたのは，管理会計成熟度を測定するための専用の郵送質問票
調査ではなく，既に実施していた管理会計実態調査データを用いた予備的分析を実施したためで
あった。
　仮説検証の結果，仮説 1「PCの成熟度は組織業績に正の影響をおよぼす」は十分に支持され
るには至らなかったが，ユニークな発見があった。それは，売上高低下企業群サンプルにおい 

て示唆された対業種平均営業利益に対する非財務指標の活用の逆 U字関係である。これまで 

に意思決定の包括性（多様な情報・分析手法の重視）と組織業績との非線形関係は示されていた
（Miller 2008）が，非財務目標の過剰設定についても逆 U字関係の可能性を見出したことは大き
な貢献であろう。また，この関係性は全サンプルでは確認されず，売上高低下企業群サンプルに
おいてのみ観察されたことも含め，今後のさらなる研究が必要である。
　仮説 2「製品開発 CMと製造 CMの成熟度の相互作用は組織業績に正の影響をおよぼす」は
ある程度支持された。売上高低下企業群サンプルでは製造 CM 成熟度の貢献も示唆されたが，
企業の売上変動傾向にかかわらず，製品開発 CM成熟度と製造 CM成熟度の交互作用の組織業
績への貢献が示唆され，両項目の調整効果についても検討を加えた。その結果，製品開発段階か
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ら製造段階までの一貫した CM成熟度の高さ，とりわけ製品開発 CMの高い成熟度の利益貢献
に対する重要性が強調される。
　本研究の貢献は，上記の仮説検証に関わる発見事項に加え，以下の 3点に集約される。第 1に，
管理会計成熟度の視点である。管理会計と組織業績との関係性を探求してきた先行研究では，先
進的管理会計手法・実践を示す「高度化」と，同様の手法・管理会計情報の多面的利用を示す
「多様性」とを包含する視点には乏しかった。これらの 2つの視点を包含する管理会計成熟度の
概念は，管理会計と組織業績との関係性の探究に寄与することが期待される。
　第 2に，売上高低下企業を対象とする分析である。利益貢献との関連において売上高低下企業
を対象とする分析フレームワークは稀であり，先述の当該企業群に対するいくつかの発見事項と
ともに本研究の意義といえよう。
　第 3に，多業種にわたるクロスセクション分析である。管理会計実践の高度化や洗練度に注目
する先行研究は，限定的な業種を対象にした実証研究や事例研究が中心であり，探索的とはいえ
製造業の多業種にわたる知見を得たことに意義がある。
　他方，本研究にはいくつかの課題も残されている。第 1に，変数の構成概念妥当性の問題であ
る。本研究では，管理会計成熟度を個別手法・実践の高度化・多様性の観点から構成・測定した
が，質問票の設計に先立つ問題として，成熟度を構成する高度化と多様性の視点を再検討する必
要性がある。本来的には管理会計の個別手法・実践によってもたらされた様態，例えば意思決定
に必要な管理会計情報の適時性，範囲・精度の的確性，自主・自律的な CM活動などにより成
熟度概念を構成・測定すべきであるのかもしれない。また，本研究でも非財務指標の活用の逆 U

字関係が観測されたように，多様性を一概に成熟度の一側面とするには限界がある。管理会計の
利用手法・局面の多様性を実践的に検討することは重要であっても，検討・実践の結果，事業戦
略や組織コンテクストとの整合性の観点などから，限定化されることを未成熟であるとはいえな
い。現状では管理会計成熟度の確立した測定方法はなく，今後は測定方法の開発に取り組む必要
がある。
　第 2に，組織業績の測定の問題である。本研究は対業種平均営業利益を組織業績として測定し
たが，この分析に先立ち，組織規模による影響を考慮する総資本経常利益率や総資本営業利益率，
売上高営業利益率の対業種平均値を組織業績とした分析の結果，有意なモデルの確認に至らな
かった。また，組織業績について基本的に連結情報を利用している一方，管理会計成熟度につい
ては親会社単体の主要事業における調査結果を用いており，整合性が十分にとれているとはいえ
ない。今後は，連単倍率や事業構成などを各サンプル個別に検討するなど，組織業績の測定に十
分な配慮が必要である。
　第 3に，成熟度と組織業績とのタイムラグの問題である。本研究では，同時期の管理会計成熟
度の対業種平均営業利益への影響を分析しているが，管理会計の影響が組織業績におよぶまでに
時間を要する場合（例えば設備投資や製品開発など）を想定する必要がある。
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付　　録

（ 1）設備投資の経済性計算の多様性に関する質問項目の記述統計量

手
法

利用企業数（率）
回収期間法 81（79.4％）

会計的・投資利益率法 25（24.5％）
正味現在価値法 29（28.4％）
内部利益率法 18（17.6％）

平均値 標準偏差 最小値 最大値

利
用
対
象
・
局
面

利
用
程
度

個別投資案件の目標値 3.98 2.153 0 7
複数案件・一定期間の目標値 3.20 2.039 0 7
立案段階の審議資料 4.46 2.033 0 7
承認段階の審議資料 4.70 2.053 0 7
事後評価の審議資料 3.17 1.813 0 7

効
果

個別投資案件の目標値 3.34 2.407 0 7
複数案件・一定期間の目標値 2.47 2.480 0 7
立案段階の審議資料 3.83 2.216 0 7
承認段階の審議資料 4.01 2.118 0 7
事後評価の審議資料 2.34 2.488 0 7

効
果
的
利
用

個別投資案件の目標値 3.63 2.138 0 7
複数案件・一定期間の目標値 2.94 2.184 0 7
立案段階の審議資料 4.08 1.912 0 7
承認段階の審議資料 4.19 1.887 0 7
事後評価の審議資料 3.13 1.993 0 7

注 1 ）n＝102，最小値と最大値は実測値，以下も同様。
注 2）設備投資の経済性計算の手法については複数回答可である。
注 3）利用程度の項目は 7点尺度（「 1  全く利用しない」から「 7  全案件に利用する」），効果の項

目は 7点尺度（「 1  全く効果がない」から「 7  極めて効果がある」）で測定し，利用程度の得
点が 1点となる場合は，利用程度・効果の得点を 0点として換算した。なお，設備投資の経
済性計算を未利用の場合は，すべての項目の得点を 0点として計算した。

注 4）効果的利用について利用程度 7点尺度 3点以下は利用得点を， 4点以上は効果得点を用いて
測定した。
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（ 2）事業業績と報酬とのリンクに関する質問項目の記述統計量
平均値 標準偏差 最小値 最大値

事業部門長 4.75 1.316 2 7
ミドルマネジャー 4.25 1.222 0 7
ロワーマネジャー 3.52 1.340 0 7
一般従業員 3.30 1.348 0 7
注）7点尺度（「 1  全く関係がない」から「 7  完全に連動している」）で測定し，
得点が 1 点となる場合は 0点として換算した。

（ 3）製造 CMに関する質問項目の記述統計量
平均値 標準偏差 最小値 最大値

製造 CM（原価情
報利用）の高度化

利
用
程
度

実際原価情報による管理 5.19 1.447 2 7
物量情報による管理 4.67 1.594 1 7
標準原価情報による管理 4.18 2.608 0 7
直接原価情報による管理 2.94 2.929 0 7

効
果

実際原価情報による管理 4.62 1.846 0 7
物量情報による管理 3.92 2.315 0 7
標準原価情報による管理 3.81 2.563 0 7
直接原価情報による管理 2.69 2.901 0 7

効
果
的
利
用

実際原価情報による管理 4.87 1.287 2 7
物量情報による管理 4.44 1.532 0 7
標準原価情報による管理 3.91 2.462 0 7
直接原価情報による管理 2.82 2.826 0 7

製造 CMの多様性
製造現場の会計情報の開示の適切さ 4.19 1.474 0 7
製造現場の業務改善の会計情報の利用 3.41 1.550 0 7

製造間接費の配賦

利用企業数（率）
配賦なし  3 （ 2.9％）
操業度基準 59（57.8％）
複数の配賦基準（含 ABC・「その他」） 81（79.4％）

注 1）「実際原価情報による管理」および「物量情報による管理」の利用程度は 7点尺度（「 1  全く利用していな
い」から「 7  全般的に利用している」），効果は 7点尺度（「 1  全く効果がない」から「 7  極めて効果があ
る」）で測定し，利用程度の得点が 1点となる場合は，利用程度・効果の得点を 0点として換算した。

注 2）「標準原価情報による管理」および「直接原価情報による管理」の利用程度は 7点尺度（「 1  全く利用して
いない」から「 7  全般的に利用している」），効果は 7点尺度（「 1   全く効果がない」から「 7  極めて効果
がある」）で測定し，利用程度の得点が 1点となる場合は，利用程度・効果の得点を 0点として換算した。
なお，標準原価計算および直接原価計算の利用有無を別の質問項目で測定し，未利用の場合は，すべての
項目の得点を 0点として計算した。

注 3）効果的利用について利用程度 7点尺度 3点以下は利用得点を， 4点以上は効果得点を用いて測定した。
注 4）「製造現場の会計情報の開示の適切さ」の質問文は「製造現場への会計情報の開示には，タイミングとわか

りやすさを重視している」，「製造現場の業務改善の会計情報の利用」の質問文は「製造現場に開示された
会計情報をアイデア創発や業務改善に利用している」であり， 7点尺度（「 1  全くそうではない」から「 7  
全くそのとおり」）で測定し， 1点を 0点として換算した。

注 5）製造間接費の配賦の「操業度基準」と「複数配賦基準（含 ABC・「その他」）」は複数回答可である。
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